
 

与那

ス

庁舎
❑現

❑新

習

す

❑議

庁舎
以下

方式

①総

『地

準面

②新

算

各省

算定

③近

近隣

舎の

 

算定

能、

概算

❑事

通

定

人

規

❑施

機

は

建

機

施

と

あ

な

❑庁

の

算

㎡

討

4

那原町 庁舎

スケジュー

舎の規模につ
現庁舎職員数は

新庁舎では現庁

習振興課、上下

す。 

議員数は現状の

舎規模の算定
下の 3 方式で庁

式、適正庁舎規

総務省地方債庁

地方債同意等基

面積に基づき算

新営一般庁舎面

算定方法 

省営繕事務の合

定。 

近隣町村データ

隣町村の庁舎に

の新しい 6 町村

定結果より、３

、窓口機能、防

算事業費
 

事業費の算定は

通省新営一般庁

定及び近隣町村

人当たりの面積

規模面積を、5,

施設の構造・デ

機械・電気設備

は大きく左右さ

建設においてど

機能の具体的な

施設計」の段階

となります、今

あくまでも想定

な金額となりま

庁舎建設費の算

の地方起債事業

算定方法と、「近

㎡当たりの平均

討を行います。
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舎建設基本

ール 

ついて・前提
は 154 人で、

庁舎職員数に加

水道庁舎職員

の 14 人としま

定 
庁舎規模を算定

規模を決定しま

庁舎算定基準に

基準運用要綱』

算定。 

面積算定基準（

合理化・効率化

タによる算定 

における職員 1

村のデータを活

３方式で算出し

防災機能、保管

について

は、「総務省起債

庁舎面積算定基

村の庁舎面積に

積算定」により

,650 ㎡としま

デザイン及び内

備内容により、

されますが、諸

どうなるかにつ

な検討を行う「

階において詳細

今回の基本計画

定面積から算出

ます。 

算出方法につい

業に基づく標準

近隣町村の庁舎

均単価」による

 

 

本計画   

提条件 
職員１人あた

加えて、集約検

員数を加えた 1

ます。 

定後、条件等を

ます。 

による算定 

において起債

（国土交通省）

化のために定め

1 人あたりの面

活用しました。

した面積の平均

管機能等必要面

て 

債面積、国土交

基準に基づく算

に対する職員一

り、新庁舎想定

ます。 

内外装材料の他

事業費の算定

諸条件が新庁舎

ついては、庁舎

「基本設計」「実

細な積算が必要

画の建設費用は

出される概算的

いては、「総務省

準単価」による

舎建設事業費

る算定方法で検

    

たりの面積は 1

検討部署として

8４人を職員数

を比較し、適切

債対象となる庁

を参考とした

められた基準に

面積について比
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参考単

本庁舎

5,650

ホール

567,9

1,550

想定外

想定設

複合施

1,604

2,803

     

3.09 ㎡ 

て生涯学

数としま

切な算定

庁舎の標

た 

に基づき

比較的庁

、総務省地方債

加算した面積か

務省の地方起債

650 ㎡ × 

隣市町村の庁舎

単価=284,252

舎部分： 

0 ㎡ × 284,0

ル部分：（参考

970 千円/㎡）
0 ㎡ × 568,0

外構工事費： 

設計監理委託費

施設の場合の工

4,600( 庁 ) ＋

3 ,600 千円 

    

債基準で算出

から、新庁舎の

債事業に基づく

357,318 円

舎建設事業費１

2 円/㎡直近に

000 円/㎡ ＝

施設さわふじ

） 

000 円/㎡ ＝

      

費：     

工事費用： 

＋ 880,400(

    

した面積に、新

の総床面積は概

標準単価」に

円/㎡ ＝ 2,

㎡当たりの平

竣工した八重

＝ 1,604,600

じホール：1,2

＝   880,400

     200

     118

ホ ) ＋ 200,

     

新営庁舎基準を

概ね 5,650 ㎡

による算定 

018,846 千

平均単価」 

瀬町の㎡単価

0 千円（庁舎）

220,000 千円

0 千円（ホール

0,000 千円（

8.600 千円（

000( 外 ) ＋

    

を参考に業務支

㎡を想定します

円 

価を使用します

） 

円 ÷ 2,148

ル） 

（外構） 

（委託） 

118,600( 委
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す。

す。 
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舞われる確

性の強化は

耐震性・
平成 29 年

が各階共に

り、震災へ

の確保が必

シーの確保

も必要です

     

現在の本庁舎

化が進み「鉄

用年数 50 年

えています。

平成 29 年現

倍に増加して

と推計され、

耐震強度の問
必要な構造耐震

震の震動及び

高い」という結

耐震改修（補強

しい状況です。

窓口の狭隘化
窓口スペース

ス、プライバ

ユニバーサル
トイレ、通路、

やバリアフリー

交流スペース
現庁舎内に多

 
 
 
基本計画

「与那原

像を明らか

示し、今後

より詳細な

地震への備
辺は、「30 年

確率」が、6％～

は重要な課題だ

安全性の確
年 2 月実施した

に鉄筋腐食危険

への備えも含め

必要。また、狭

保、設備の老朽

す。 

    

舎は築 42 年が

筋コンクリー

年に近づいてお

 

現在の人口は 1

ています。平成

窓口業務や相

問題 
震判定指標 Iso

衝撃に対して

結果となってい

強）で建物寿命

。 

化・分散化に
や待合スペー

シーの確保が困

ルデザインへ
、手すりなど高

ー化が進んでお

ス・情報発信
目的なスペース

画の位置付け
原町新庁舎基本

かにすることで

後策定される「

な検討・設計を

 

 

「太陽

備え 
年以内に震度 6

～26％と高い

だと考えられま

確保 
た劣化調査にお

険ラインを上

め、建物の耐震

狭隘化、バリア

朽化、省エネル

     

が経過し（平成

ト造（事務所）

おり、建替え等

19,502 人で

成 37 年度の人

相談業務等の来

o 値 0.63 を下

て倒壊し又は崩

います。 

命（耐用年数）

による市民サ
ースが小さいた

困難となって

への対応不足
高齢者や障がい

おらず対策が

信の場等の不
スがなく、イベ

け 
本計画」は、与

で新庁舎建設の

「基本設計」「実

を行う際の指針

陽とみ

未来へ

新庁

6 弱以上の揺れ

い確率となり、

ます。 

おいても、塩分

回る結果が出

震性の強化、安

アフリー、プラ

ルギー化への対

    

29 年現在）、

）」建築物の法

等が必要な時期

で、建設当時の

人口は、22,00

来庁者は人口に

下回り「大規模

崩壊する危険性

）を伸ばす事は

サービスの低
ため、住民サー

います。 

足 
い者などへの配

必要です。 

不足 
ベント開催は来

与那原町が目指

の基本的な考え

実施設計」にお

針となるもので

現庁

どり、

へつな

庁舎の必

れに見

耐震

分濃度

出てお

安全性

ライバ

対応等
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い
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です。 

 

 

建

ぐ

庁

よ

な

 

 

庁舎の現状

伝統と

なぐ海辺

要性 

    

財源に市町村
業）を活用 

本地震で多く

踏まえ、本庁

ことになり、

大型 MICE 建
舎の建替えに

業に関心を示

PPP/PFI 事業

地方財政措置

ことができま

ることから、今

。 

隘なため一部

れぞれ与那原

て業務を行っ

な問題は下記

の導線を妨げ

示コーナーも

務空間の狭隘
務空間の狭隘

難な状況です

合せ・相談ス

場所も足りな

害時対応に関
災行政無線が

が難しく、災

車場の不足 
車場が不足し

天時の乗降場

状況です。 

 

 

本計画は、町

建設検討委員会

ぐ特別委員会」、

庁舎建設プロジ

より組織された

などを議論し、

状と課題 

とやさ

辺のまち

  与那

村役場機能緊

の庁舎が破損

庁舎の建替えに

経費の削減を

建設に伴う民
について、民間

示す民間企業も

業を導入するこ

置の対象になる

ます。 

今後さらに狭

の部署（生涯

原町コミュニテ

ている状況で

となります。

げています。

も不十分な状況

隘化・柔軟性
隘により、通路

す。 

スペースが不足

ないため、執務

関する機能不
が災害対策本部

災害時の対応ス

している上、一台

場所がないなど

町民代表と町職

会」、町議会で組

、町職員の全管

ジェクトチーム

た「各専門部会

連携を取りな

しさを

ち」の

原町 庁舎

緊急保全事

損し使用できな

も同事業費を

図ることがで

民間資金の活
施設との複合

あり、民間資

ことで建設事業

ことから経費

隘化が深刻に

学習振興課、

ティセンター及

す。 

となっていま

性の欠如 
路や作業スペー

足している他、

環境が悪化し

不足 
部と離れている

ペースも不足

台当たりの駐車

ど子ども連れや

員で組織され

組織される「与

管理職で組織さ

ム」、行政業務に

」において様々

ながら進めてい

を 

の庁舎め

舎建設基本

業（起債事

なくなった教訓

を活用でき 

できます。 

活用 
合による PFI 事

資金を活用す

業費の一部 

費の削減を図

なると予想さ

上下水道課）

及び上下水道

ます。 

ースの十分な確

文書や資料等

しています。

るため、効率的

足しています。

車スペースが狭

や高齢者に使い

れる「与那原町庁

与那原未来へ

される「与那原

に応じて町職

々な課題や問題

いきます。 

めざして

 
計画

事

訓

事

れま

が、

庁舎

確保が

等の保

的な運

 

狭く、

いづら

庁舎

つな

原町

員に

題点

て
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新庁
窓口機
❑多種

ビス

❑来庁

機能

❑来庁

ビス

❑議場

を兼

❑議会

催以

用を

バリ
❑ “

案内

う各

来庁

要が

町民
❑先般

おけ

えま

事務効
❑町民

対応

しま

線Ｌ

一層

環境
❑緑化

の配

確保

を検

基本

導入

新庁

「管

機能

機能

新庁

目指

市民

つい

した

与那

2

１
新

ぐ

の

る

行

協
❑

す

庁舎の備え
機能・議会

種多様な目的で

スを受けられる

庁者が迷うこと

能を整備します

庁者のプライバ

スが行える機能

場は適切な機能

兼ね備え整備し

会フロアーの安

以外の期間には

を視野に検討整

アフリーと
ユニバーサル

内や総合窓口等

各窓口ではプラ

庁者にも、分か

が有ります。 

の安全・安
般の東日本大震

ける防災対策・

ます。 

効率の向上
民サービスを効

応でき、部署間

ます。また、タ

ＬＡＮ）等の導

層の情報化・多

負荷低減機
化、景観への配

配慮、リサイク

保、空調負荷の

検討します。 

本機能の整理

入機能 
庁舎の機能は、

管理機能」及び

能」「防災機能

能の配置 

庁舎の機能配置

指して検討しま

民利用機能を低

いては独立性を

た配置を検討し

那原町 庁舎

2 

．基本理
庁舎は「太陽

ぐ海辺のまち」

建設にあたっ

まちづくりの

います。 

協働・連携し
行政・民間・企

すべての住民

えるべき機
会機能を向上
で来庁する町民

るよう事務効率

となく、より簡

す。 

バシーに配慮し

能を導入します

能と「町民に開

します。 

安全・防犯対策

は議会以外の

整備を行います

ユニバーサ
ルデザイン”に

等をわかりやす

ライバシーに配

かりやすく誰も

安心を支える
震災や熊本地震

・災害応急対応

上・高度情報
効率的に提供し

間の連携が効果

タッチパネルに

導入、ＩＴ技術

多角化を進め町

機能 
配慮や自然エネ

クル建材や低環

の低減など、細

理 

「執行機能」「

び「駐車機能」

」の［重点機

置は、各部署の

ます。特に町民

低層部に配置す

を保ち、町民に

します。 

舎建設基本

理念・方針
陽とみどり、伝

の拠点となる

ては『第 4 次

の基本方針を基

し、みらいへ
企業がともに協

民に開かれた

機能 
上 
民が、迅速かつ

率の向上を目指

簡単に、より利

し、円滑で安心

す。 

開かれた議会」

策に配慮すると

利用も可能と

す。 

サルデザイン
に対応した施設

すい位置に設け

配慮するなど、

もが利用しやす

る 
震での教訓を活

応・災害復興に

報化対応 
し、将来の組織

果的に図られる

による庁舎案内

術導入等により

町民の利便性向

ネルギーの活用

環境負荷建材の

細部にわたり環

「執務機能（窓

」等の［基本機

能］に大別で

の相関関係で最

民の利用頻度が

する事を基本と

に開かれた議会

本計画   

針 
伝統とやさしさ

る施設を目指し

次与那原町総合

基に以下のよう

へつながる庁
協力し合える環

た庁舎 

つ的確に行政サ

指します。 

利用しやすい窓

心できる行政サ

としての開放

とともに、議会

とする弾力的な

ンに対応 
設を前提に、総

け、個人情報を

町民や初めて

すい庁舎とする

活かし、災害時

に必要な機能を

織変更にも柔軟

る執務空間を整

内や、Wi-Fi

り行政サービス

向上を図ります

用、節水・節約

の導入、断熱性

環境負荷低減機

口）」「議会機能

機能］と、「交

できます。 

最も適した配置

が高い窓口、相談

とし、議会機能

会となるよう配

    

さを未来へつな

します。新庁舎

合計画』で定め

うに設定し計画

庁舎 
環境を目指しま

サー

窓口

サー

放性

会開

な運

総合

を扱

ての

る必

時に

を備

軟に

整備

（無

スの

す。 

約へ

性の

機能

能」

交流

置を

談、

能に

配慮

     

な 

舎 

め 

画を 

ます。 

❑住民サ

に利用

安心・
❑地球温

社会情
❑少子

を検討

住民に
❑与那原

    

サービスの向

用できる開かれ

・安全で環境
温暖化に対応

情勢に対応し
高齢化や情報

討します。 

に親しまれ、
原らしいまち

     

上、バリアフ

れた施設とし

境にやさしい
し災害時は防

した経済的な
化、環境負荷

町のシンボ
の顔、住民に

    

リー等を考慮

ます。 

い庁舎 
災拠点としま

な庁舎 
荷低減、長期的

ボルとなる庁
親しまれる施

    

慮し、誰もが気

す。 

的コストバラン

庁舎 
設とします。

     

気軽

ンス

 

都市計画
❑新庁舎建

住居地域

200％と

法的条件
❑用途地域

敷地への
❑敷地は与

す。主要

県道 24

那原バイ

❑公共交通

那覇から

口」で徒

上位計画
❑沖縄県

広域都市

複数のま

❑『与那原

本町のま

の整合性

 

敷地の
 

４
た計

2 階を中央

道路側にコ

駐輪場は庁

分散し必要

 

５
た計

2 階を中央

案に比べ庁

ニティーバ

左側駐車場
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